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【論文要旨】
1930年代後半における政治学をめぐる政府と東京帝国大学との関係を分析する一環として，法
学部東洋政治思想史講座の設置過程を明らかにする。当時，講座設置は予算と法令に基づいてお
り，政策の実現とみることができる。しかしこの講座設置に関する先行研究は主に政治思想史の観
点から分析するものである。講座設置の政治過程に注目する研究は，筆者のみた限り少ない。そこ
で本稿は，講座設置の手続きの実態，この手続きに関与した政府機関等はどこか，この講座設置に
関する政治的背景や政府の意図，法学部の対応について検討する。
手続きの実態は東京大学文書館の史料を用いて示し，そこから手続きに関与する政府機関等を明
らかにした。当時の政治的背景や政府の意図，法学部の対応については次のとおりである。1935
年天皇機関説事件を契機として，文部省は大学に国体や日本精神の昂揚を図る「教学刷新」を進め
た。さらに第一次近衛内閣・平沼内閣の荒木貞夫文相は大学改革の一環として「日本学建設」を主
張した。この政府の方針に対し，以前から講座設置に向けて準備を進めていた東京帝国大学法学部
は，この情勢を利用するかたちで講座設置を実現した。
【キーワード】 東洋政治思想史講座，東京帝国大学法学部，教学刷新，荒木貞夫，南原繁
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はじめに
1939年10月24日東京帝国大学法学部に政治学政治学史第三講座が設置された。この講座は東洋
政治思想史講座と通称された。この講座は，法学部としては1924年 7 月 8 日以来，15年ぶりに新
設されたものである。本稿は，1930年代後半における政治学をめぐる政府と東京帝国大学との関
係を分析する一環として，この講座の設置過程を明らかにする。
東洋政治思想史講座の設置については，当事者への聞き取りや当人の回想（丸山・福田編
1989236258）（丸山 1996158167）（松沢・植手・平石編 2016229235）のほか，先行研
究として関係者の評伝（苅部 20069196），主に政治思想史の観点から講座設置の経緯やその後
の学説史上の影響について論じるもの（植手 20152535）（平石 2015465468）などがある。
例えば平石は，東京帝国大学法学部において東洋政治思想史講座が設置された背景を次のように
説明している。天皇機関説事件などを契機として国体明徴運動が起こり，右翼や軍部は排外主義的
に国体や日本精神を称揚した。こうした状況に対し，当時法学部教授で政治学史を講じていた南原
繁は困惑した。この時南原は，自身を含めた近代日本の知識人が明治以前の日本の伝統思想に関す
る知識を切り捨ててヨーロッパの思想に接近したことを反省する。この反省から南原は「当時の情
勢を利用しながら，東洋ないし日本の政治思想史の研究のための講座設置」に取り組んだのである
（平石 2015465466）。
教育学もみてみると，講座設置に関わる「教学刷新」などの教育政策について倉沢（1980），寺
崎・戦時下教育研究会（1987），小山（1989），前田（1993），久保（2006），高野（2006）などが
論じている。科学史では中山（1995）が第二次世界大戦中に各帝大に設置された戦争関連学科や
講座の変遷を論じている。だが，いずれも東洋政治思想史講座に関して言及は無い。
次に検討するように，講座設置は予算と法令に基づいて行われることから，それは政府による政
策の実現とみることができる。しかし先行研究は，この講座設置に関する政府と大学とのやり取り
について，わずかに触れる程度である。(1)講座設置に向けた手続きはどのようなものか，また手
続きに関与した政府機関や東京帝国大学の部局はどこか。(2)なぜ政府はその時講座設置を認めた
のか，その意図や政治的背景は何か。(3)東京帝国大学は何を考え，政府に対してどのように対峙
したのか。それらの実態は先行研究からはみえてこない1。
以上の点を明らかにすることは，1930年代後半における政治学をめぐる政府と東京帝国大学の
関係を解明することにつながる。同時に，先行研究のような思想史のアプローチとは異なる角度か
らこの時期の日本の政治学史に迫るものであり，制度からみた政治学史ということができる2。
そこで本稿は次のように議論を進める。はじめに，講座制について先行研究を概観し，1930年
代後半におけるその特徴を確認する。次に，(1)講座設置に向けた手続きがどのようなものか，東
京大学文書館の所蔵史料を取り上げて検討する。そこから手続きに関わっていた政府機関や東京帝
国大学の部局を明らかにする。さらに，(2)当時の政府の政策や方針，その政治的背景，この講座
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の設置要求を出した東京帝国大学法学部の思惑などを検討する。そして，（3)最終的に東洋政治思
想史講座がどのような政治過程を経て設置されたのかを探っていく。
なお，引用は原則として新字体に改め，仮名遣いはもとのままとした。ただし読みやすさを考慮
して片仮名を平仮名にした場合がある。スラッシュは改行を，亀甲括弧は筆者による補注を意味す
る。また，ホームページ等の閲覧日は2017年 4 月13日時点である。
 昭和戦前期の講座制
 講座に関する先行研究
講座の設置過程について分析するに当たり，講座に関する制度―講座制―について，先行研究を
概観する。講座制に関する先行研究は，羽田（1983），東京大学（1985260272），寺崎（2000
37141120078898），天野（2009202210，2013216222，2016455459）などがある。
ここでは1930年代後半における講座制について検討する。
この時期の講座制について，教育社会学者の天野郁夫は帝国大学にのみ認められた特権的な制度
であり，その特徴を次のように説明する。
講座制は研究機関としての大学への期待を象徴するものであり，いったん必要な学問分野として勅令に明
記される形で公的な認知を受けて開設された講座は，廃止されることはなく，しかもそれに応じた予算措
置がとられ，教授・助教授・助手のポストが自動的に保証されることになっていた。〔略〕専門分野に応
じた名称をつけられた講座は，それぞれの分野の学問の研究教育とそれを担当する教員が，国家による庇
護の対象であることを明示する。大学は後継者の育成によってその学問分野の永続性を保証することを期
待されたのである（天野 2013220221）。
この天野の説明のうち，次の 2 点に注目したい。一つは講座が勅令に明記されること，もう一
つは講座に応じた予算措置がとられることである。
帝国大学令は，講座の設置について別に勅令によることと規定していた3。このことは政府が一
般的な行政組織に対して行う組織編成及び定員管理の仕組みを帝国大学に対しても適用するもので
あったといえる。日本教育史学者の寺崎昌男は，講座制導入に関して「まさに明治国家がその体制
の構築を終わった時点で，みずからその胎内に育ててきた帝国大学に対する新しい統制の形態―
すなわち直接的強権的にでなく，文部大臣の行政権と財政権にもとづく官僚的な回路を通じての統
制の形態―を探りはじめたことの一象徴」（寺崎 2000410）と指摘する。
また講座に応じた予算措置がとられるということは，講座の新設改廃それ自体が国の予算過程に
組み込まれているということを意味する。行政学者の新藤宗幸は，予算には 4 つの政治的機能が
あるとし，第一の機能を「政治的価値判断の表示」とする。「予算は，政治権力が問題状況に対し
てどのような政治的価値判断を下したかを，貨幣量（数字）という冷徹な記号によって明示」（新
藤 1995199200）する。ある講座の新設を認めるということは，政府による予算配分を通じた
政治的価値判断を示すものだといえよう。
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以上のことから，当時の政府が帝国大学に対して何を求めていたのかということは，講座の設置
過程に注目することにより迫ることができるのである。
 講座設置手続きの実態
この当時，東京帝国大学における講座設置の手続きはどのようなものだったのか。「講座設置及
定員増加ノ場合ノ手続図解」（昭和一二年・六・一庶務課）は，その実態を示してくれる4。添付さ
れた文書には「本学ニ於ケル講座設置及官制改正等ノ場合ニ於ケル手続ニ関シ別紙執務上ノ参考ニ
資セラレ度及送附候」とある。東京帝国大学庶務課から発出されており，起案文書には庶務課長の
押印がある5。宛先は各学部長，各所長などである。この図解は 3 種類ある。いずれも B4 サイズ
の用紙を横に半分折って B5 にしており，表面（ページ右側）に図解，裏面（ページ左側）に補足
説明がある。表面の図は 3 種類とも同じであるが，裏面の補足説明の文章はそれぞれやや異なる。
次のページの図 1 は上記史料を図示したものである。元の文書では図の矢印の横にある数字の
うち◯～◯A・B，◯は赤字になっている。補足説明に従えば，◯A は予算配布，◯B は定員の連絡，
◯は総長より学部長へ定員配布の通牒を示している。この点は 3 種類とも共通している。数字の
意味について説明はない。おそらく手続きの順番を示しているものと思われる。さらに「本来ナレ
バ手続上学部トシテハ◯A ヨリ◯ニ至ルヘキモノナリ/定員配布ノ通牒ニ依リ初メテ学部長ヨリ新
タニ任用ノ上申トナル」と記されている6。また「予算成立ノ場合定員関係ニ関シ部局ヨリ申請及
理由書提出無之ヲ以テ便宜上予算理由書ニ依リ上申書ヲ作成ノ已ム無キヲ以テ予算提出トハ別ニ総
長宛上申ヲ希望ス」とある。
この図 1 にしたがって講座設置の手続きについて検討していく。すると予算関係と官制関係と
いう二段階の手続きがとられていたことがわかる。
まず右列の予算関係についてみてみる。まず東京帝国大学では◯各学部・各所・台（以下「各学
部等」という。）から講座設置の要求が◯会計課に提出される7。次いで総長，各学部長等，本部の
各課長などが出席する予算協議会において8，本部によりまとめられた概算要求を審議する9。概算
要求は文部省大臣官房会計課に上申され，その省議を経て，今度は◯大蔵省の査定を受ける。ここ
で査定を通過したものが予算案に計上され，閣議に提出される。閣議決定後，◯帝国議会に提出さ
れる。議会では貴衆両院が審議する。両院の議決により予算が成立すると，今度は先ほどの矢印の
向きとは逆向きに◯大蔵省，◯文部省と進み，◯会計課に通知され，◯A 予算配布となる。
次に左列の官制改正をみてみよう。◯B 会計課より定員の連絡を受けた東京帝国大学庶務課は◯
各学部等に対し，講座の増設理由，職員増員理由，既設講座と増設講座との内容比較，増設理由の
解説，講座内容，職員の定員及び現員等に関して照会する10。各学部等は照会事項をまとめ，庶務
課へ回答する。この回答をもとに庶務課は上申書を起案する。もし各学部等から連絡が来ない場合
には，予算理由書に基づいて作成する。上申書は◯専門学務局11 へ送付され，同局及び◯「内閣法
制局」において審査が行われる12。この審査を経て閣議へ提出，◯勅令発布となる13。
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図 講座設置及定員増加ノ場合ノ手続図解（昭和一二・六・一庶務課）
出典東京大学文書館，S0014/SS2/10，重要書類彙集・文部大臣達・秘書他，秘書 官制改正
自昭和六年至昭和十二年。
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以上を踏まえると，まず要求者としての各学部等がある。本稿の場合には法学部となる。予算関
係では概算要求を取りまとめる東京帝国大学会計課及び予算協議会（予算会議），それを査定する
文部省大臣官房会計課及び大蔵省，協賛する帝国議会となる。官制関係では勅令の改正案を起案す
る東京帝国大学庶務課，それを審査する文部省専門学務局及び法制局がある。内閣は双方の手続き
に最終意思決定者として位置づけられている。
 ｢教学刷新」と東京帝国大学法学部
 教学刷新評議会とその答申
ここからはなぜ政府が講座設置を認めるに至ったのか，当時の政府の政策や方針，その政治的背
景についてみていく。講座設置の主要な契機とされているのは天皇機関説事件である。
1935年 2 月貴族院男爵議員の菊池武夫14 が美濃部達吉の憲法学説を反国体的であると非難する
とともに，院外では右翼等による攻撃が行われた。美濃部はいわゆる「一身上の弁明」を試みたも
のの，勅選議員を辞任に追い込まれる。著書は発禁処分とされた。3 月貴族院は政教刷新決議を，
衆議院は国体明徴決議を採択した。岡田啓介内閣は 8 月と10月の 2 度にわたって国体明徴声明を
発表する。全国の大学で美濃部の学説を講じることはできなくなった。また，文部省は全国の大学
に対して憲法学説調査を実施し，その思想統制を強めた。この事件の背景には，機関説排撃を主張
する陸軍の皇道派の存在も指摘されている15。
岡田内閣は11月18日教学刷新評議会の設置を決定する。先に引用した寺崎は「第一に，天皇機
関説事件を契機に発足したという経過そのものが示すように，この評議会の改革標的の重要部分が
大学，高等教育レベルにあったこと」（寺崎 1987171）を指摘している。文部省は，教学刷新評
議会を設立した趣旨を次のように説明する（近代日本教育制度史料編纂会編 1964a402403）。
現下我ガ国ニ於ケル学問，教育ノ実情ヲ見ルニ，明治以来輸入セラレタル西洋ノ思想，文化ニシテ未ダ十
分咀嚼セラレザルモノヲ含ミ，之ガタメニ日本精神ノ透徹全カラザルモノアリ〔略〕外来文化ハ常ニ我ガ
国体，日本精神ノ下ニ醇化セラレ以テ我ガ国文運ノ発展ニ貢献シ来レリ 今ヤ時勢ニ鑑ミ，真ニ国礎ヲ培
養シ国民ヲ錬成スベキ独自ノ学問，教育ノ発展ヲ図ランガ為ニ，多年輸入セラレタル西洋ノ思想，文化ノ
弊トスル所ヲ芟除スルト共ニ長トスル所ヲ摂取シ以テ日本文化ノ発展ニ努ムルハ，正ニ喫緊ノ要務ナリ
教学刷新評議会は翌年10月までに総会を 4 回，特別委員会を 9 回開催するなかで，種々の事項
について審議を行い，1936年10月「教学刷新ニ関スル答申」を採択する16。この答申は，教学刷新
の中心機関の設置，教学刷新の実施上必要な方針及び実施事項などについて定めている（近代日本
教育制度資料編纂会議 1964b436）。この答申のなかで，特に実施事項の一つに「学問研究・大
学刷新ニ関スル事項」が掲げられ，「大学ノ刷新ニ関スル事項」として次のことが記述されていた
（近代日本教育制度資料編纂会議 1964b439440）。
(二)大学ノ刷新ニ関スル事項
ニ 我ガ国ノ大学ハ国家ノ重要ナル学府トシテ，国体ノ本義ヲ体シ，以テ学問ノ蘊奥ヲ攻究シ，教養アル
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指導的人材ヲ養成スルヲ本分トス。凡テ大学ニ於ケル学問ノ研究，学生ノ教育並ニソノ制度ノ運用等ハ
コノ精神ニ合致スルモノタラシムベシ。
ホ 前項ノ趣旨ヲ達成センガタメ，文科系統ノ学部ニ於テハ，国家的見地ニ立脚シテ一層諸学ノ発達ヲ図
リ，ソノ日本的特色ヲ高調スベク〔略〕而シテコレガタメ必要ニ応ジ，各大学ニ於ケル学部・学科・講
座・学科目等ニ亙ツテ新設改廃ヲ行フベキモノトス。
大学の本分は国体の本義を体現し，その上で学問の蘊奥を攻究し教養ある指導的人材を養成する
ことである。そのため文科系統の学部を振興し，その日本的特色を高め，必要に応じて学部・学科
・講座・学科目等の新設改廃を行う。これが文部省の方針として示されたのだった。
文部省はこの答申が採択される以前から，答申にある内容を先取りして施策を講じ始めていた。
文部省は1936年11月，まず東京帝国大学及び京都帝国大学に対し，その了承を得ないまま講座設
置のための予算を措置した。その結果，東京帝国大学では文学部日本思想史講座として，京都帝国
大学では日本精神史講座として設置された（東京大学 1985777784）（京都大学 199747，50，
200148）（小高編 2002200201）。1937年 3 月25日，昭和12年度予算を審議する貴族院予算委
員会第三分科会では，河原春作文部次官が田所美治議員17 に対して「又国体学ニ関スル講座ヲ置キ
マスルコト，〔略〕サウ云フヨウナ点ハ何レモ評議会ノ答申ヲ実行ニ移シタ訳デアリマス」と答弁
している。
国体や日本精神の昂揚という「教学刷新」が政府の方針として掲げられ，それに見合う講座を新
設改廃していくことが文部省の立場であった18。
 東京帝国大学法学部の講座の新設要求
こうした文部省の動きを東京帝国大学法学部はどのようにみていたのだろうか。
そもそも法学部に東洋政治思想史の講座をつくるという案は，吉野作造が提唱したもののようで
あり，天皇機関説事件が起きる以前から検討されていた。吉野が1924年 2 月教授を辞職したた
め，この案は南原繁に引き継がれた（丸山 1996161）（松沢・植手・平石 2016230）。
1930年 5 月当時の法学部には，政治学関係の教員として神川彦松（外交史講座・教授），高木八
尺（米国憲法歴史及外交講座・教授），南原繁（政治学政治学史講座・教授），蝋山政道（行政学講
座・教授），岡義武（政治史講座・助教授），矢部貞治（政治学・助教授）がおり，各教官の生年は
神川，高木，南原が1889年，蝋山が1895年，岡と矢部の 2 人が1902年であった19。教授であるこ
と，専攻が政治学史であること，政治学関係の教員の中で年長であることなどの理由から，南原が
引き継いだものと考えられる。
東京大学（1986199）に従えば，法学部教授会は1930年 5 月政治哲学政治思想史の講座新設等
を要求することを決定する。さらに東京帝国大学「昭和六年度予算 各部局要求事項別表」をみる
と，大学全体として「講座増設 政治哲学政治思想史講座」を文部省への要求事項の一つとするこ
とが決定されている20。1934年 5 月にも来年度新規予算要求としてあらためて政治学政治学史第三
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講座の設置要求を決定しており，毎年この決定が繰り返された（東京大学 1986219）。
南原は東洋政治思想史の講座成立について，後年次のように述べている。曰く，東京帝国大学法
学部は西洋の理論，学問を根本に据えており，講座の編成においても一般的な法・政治理論以外の
日本の歴史あるいは伝統的な思想を考察するようになっていなかった。そこで1932，1933年頃に
将来「日本政治思想史」とそれ以外とに分割する余地を残すように「東洋政治思想史」として講座
新設を要求した。このように動いていたところ，戦時色が強まるなかで東京帝国大学，とくに法学
部に国体明徴に関する講座を設置せよとの声が高まってきた（丸山・福田編 1989236238）。
そうした声に対し，南原は次のように反駁する。
そのためにこの講座ができたという人があるけれども，それはちがいます。もちろん法学部教授会はそん
なことに左右されるわけではないし，この講座設置は時流とは関係なしにずっと前から考えられていた。
むしろ国体明徴に関する講座は東大文学部にできた。「日本思想史」という講座がそれです。〔略〕この
「東洋政治思想史」は，それとは類を異にするものであることをとくに申しておきます。しかし，一般に
そういう空気があったものですから，割合にこの企画が政府に受けいれられやすかったということはいえ
ましょう（丸山・福田編 1989238）。
実は，まさに天皇機関説事件の最中の1935年 5 月「東洋政治学講座東大に新設」として，次の
ような報道があった。
東洋精神能動精神が高潮されてゐる時局に鑑み東京帝大法学部では来年度から東洋政治学講座を新設する
ことゝなり，このほど教授会の決定をみたので今月下旬予算書を文部省に提出する筈である。この試みは
帝大は始つて以来のことで東西政治思想を比較研究するとともにその哲学的，歴史的，思想的背景を検討
することを目的としてをり教授一名，助教授一名を選任し担当教授として現在政治史を担当している南原
教授が有力なる候補として挙げられている（『東京日日新聞』朝刊，1935年 5 月 4 日，3 頁）。
記事にある南原とは，南原繁のことだろう。ただし，南原が担当していたのは政治史ではなく政
治学史である。講座名称も東洋政治思想史ではなく東洋政治学となっている。
当時東京帝国大学総長の長與又郎が記すところでは，この報道はリークであり，法学部教授会で
問題となり，南原は当時務めていた評議員を辞職する意向を漏らしたという（小高編 200234）。
『東京大学百年史』には，長與のいう法学部教授会の騒ぎに関係する記述は見当たらない（東京大
学 1986221222）。結局，南原が評議員を辞職することはなかった（丸山・福田編 1989
485）。いずれにせよ，この講座新設を国体学講座ないしは国体明徴講座としてみなす向きはあっ
た。
また，講座設置には以下にみるように，もう一つの制約が存在していた。それを端的に表すのが
次ページの表 1 である。これは東京帝国大学各学部において1912年から1945年までの間に増設さ
れた講座の数を，大正期（1912～1926）と昭和戦前期（1926～1945）の別に，学部ごとに集計し
たものである21。
表 1 をみると，次のような特徴に気づく。第一に，大正期のほうが昭和戦前期よりも約1.5倍増
―  ―
表 東京帝国大学各学部の講座増設状況（～)
法 医 工 文 理 農 経済 小計
大正期（1912～1926) 5 3 25 14 14 9 5 75
昭和戦前期（1926～1945) 1 6 26 2 6 7 3 51
合 計 6 9 51 16 20 16 8 126
作成参照東京大学（1984）
1916年 9 月に当時の法科大学（法学部）に設置された財政学第二講座については，1919年 4 月経済学部独
立の際に同学部に移管されていることから，経済学部のほうに参入した。
設数が多い。第二に，学問分野別にみると法学，文学，経済学といった人文科学・社会科学系の学
部よりも工学部，理学部，農学部といった自然科学系の学部のほうが多く増設されている。工学部
の突出ぶりが目立つ。反対にいちばん少ないのが法学部である。なお，表 1 の法学部の項，昭和
戦前期の列にある 1 は東洋政治思想史講座のことを指している。
原敬内閣以降実施されていた高等教育振興のための諸学校の設立，諸学部・学科の充実等は
1931年で一区切りとなっていた（大蔵省昭和財政史編集室編 1955264）。大正期と昭和戦前期と
の間の差は，こうした事情に由来するのだろう。人文科学・社会科学と自然科学との間の差は，政
府による予算配分において自然科学が優先されていることを示している。見方を変えれば，「教学
刷新」という政府の方針は講座を新設するチャンスでもあったのである。
そうした情勢下，法学部教授会は将来の講座設置に向けた次なる措置を取る。1937年 3 月25日
法学部教授会は丸山眞男ほか 4 名を助手に採用することを決定する（東京大学 1986226）。この
丸山こそ，後に東洋政治思想史講座の担任となる人物である。
南原は「実際，講座をつくるにしてもだれに講座を担当してもらうかが大問題なんです。少なか
らず心配した点がそれでした」（丸山・福田編 1989240）と述べており，教官人事について気に
かけていた。そんな南原の下に丸山が訪れた。丸山は学生時代に南原の演習に参加，また南原が出
題・銓衡を務めた緑会の懸賞論文に当選していた（丸山 201540）。丸山は助手に応募した時，
ヨーロッパの政治思想史を研究することを志望した。ところが南原は，丸山に対して日本の政治思
想史を研究するように熱心に勧めた。南原の趣旨は，当時の右翼や軍部は日本精神と称して勝手な
ことをしているが，これに対抗する意味において，今こそ日本の思想史を科学的に研究しなければ
ならない，というものであった。これを受け，丸山は内心では気が進まないにもかかわらず，日本
政治思想史を専攻することになった（丸山 1996158159）。
東京帝国大学法学部は講座新設のため，政府の動向もうかがいながら，その準備を進めた。双方
の思惑が交錯するなか，昭和14年度予算の編成作業がはじまろうとしていた。
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 東洋政治思想史講座の誕生
 昭和年度予算と荒木貞夫文部大臣
ここから東洋政治思想史講座の設置を認めた昭和14年度予算の編成についてみていく22。この予
算過程において，どうしてこの講座新設の予算が認められたのか探っていく。
さて，昭和14年度予算の編成に関与した内閣は第一次近衛文麿内閣（1937年 6 月 4 日～1939年
1 月 5 日）及び平沼騏一郎内閣（1939年 1 月 5 日～8 月30日）である。1938年 5 月 6 日近衛は当
時の局面打開をめざして内閣改造を行った。この時，外相，陸相，蔵相，文相，商工相が交代し
た。だが翌年 1 月に近衛は政権を投げ出したため，その後の作業は平沼内閣が引き継ぐ。大蔵大
臣は第一次近衛改造内閣が池田成彬，文部大臣は荒木貞夫である。平沼内閣では蔵相は池田に代わ
り石渡荘太郎が務め，文相は荒木が留任した（岡 19728790）（矢部 19868589）。
第一次近衛改造内閣は昭和14年度予算編成への取り掛かりとして，1938年 7 月 8 日「昭和十四
年度重要事項ノ予算統制ニ関スル件」及び「昭和十四年度予算編成ニ関スル件」を閣議決定する。
両者は昭和14年度予算編成の基本方針を示すものである。前者は「対支問題ノ積極的解決ノ為ニ
切要欠クベカラザル経費ヲ第一義」とするものであり，後者は「各省新規経費ノ要求ハ現在ノ時局
ニ顧ミ真ニ緊急已ムヲ得サルモノニ限リ其ノ金額ヲ出来ル限リ少額ニ止ムルコト」など（大蔵省昭
和財政史編集室編 1955628629）を示した。前年 7 月の盧溝橋事件以降，中国大陸では日中双
方で戦闘行動が続いており，予算の大部分が軍事費に充てられていた。それにもかかわらず，各省
からの新規要求は17億余円となった。11月中旬大蔵省主計局はこの新規要求のうち 9 億円を認め
た（大蔵省昭和財政史編集室編 1955284285）。
1938年12月 2 日昭和14年度予算案が閣議決定される。文部省所管の予算のうち高等教育関係で
は，各大学の学部・学科の充実・新設・諸設備の充実などを推し進めるものとなった。具体的には
名古屋帝国大学の設置，九州帝国大学に理学部，七帝大及び六医科大学に附属医学専門部を設置す
るなどが行われた（大蔵省昭和財政史編集室編 1955394395）。東京帝国大学では前年度比 7 倍
の大型予算となり，工学部建築学第六講座増設費，航空研究所拡張費などを含むものであった
（『東京帝国大学新聞』1938年12月 5 日，2 頁）。自然科学系への重点的な予算配分を実施したかた
ちになっている。
ここで閣議に提出された昭和14年度予算案をみてみると，文部省所管新規要求額として「法学
部政治学政治学史第三講座増設ニ要スル経費」12,600円が要求されている。ところが，その査定額
をみると 0 円であった23。つまり，この時点では，大蔵省は講座増設を認めなかったのである24。
ここで，当時文部大臣であった荒木貞夫に注目したい。荒木は陸軍軍人（大将）であり，1897
年陸軍士官学校を卒業（第 9 期），日露戦争，第一次世界大戦に従軍，1931年12月犬養毅内閣の陸
軍大臣に就任する。斎藤実内閣でも留任した（1934年 1 月病気を理由に辞任）。陸軍内の派閥であ
る皇道派の中心人物であったが，二・二六事件後に予備役に編入されていた。
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荒木が第一次近衛改造内閣に入閣した経緯について，例えば橘川学は，近衛自身が「貴方を文相
の椅子にお迎えするのは一応役不足の感があるのですが，この際は是非御諒承の上，大局から兎も
角是非御引受け願いたいのです。〔略〕この際何でも一応閣僚の椅子に就いて頂いて危局に直面せ
る邦家のために働いて頂きたいのです」（橘川 1955447）と懇請したという。閣内に有力者を引
き入れることがねらいであり，文部行政の手腕は問われなかったようである。だが，荒木は文部行
政に関心を示し，在任中は国務大臣としての政治活動以外にも，大学改革，宗教団体法（昭和十四
年法律第七十七号）の制定，科学振興策などに取り組んでいる（橘川 1955460476）。
大学改革に関して，特に総長官選問題が知られている。この問題は，1938年 7 月浜田耕作京都
帝国大学総長が病死した際，大学が後任総長を選挙により推薦することに荒木文相が異議を唱え，
官選に戻すことを主張したものである。文相の人事介入とも受け取れる方針に大学は反発，翌年ま
で両者の間で厳しい対立が続いた（東京大学 1985877885）（小高編 2002357417）。荒木は
犬養内閣の陸相時代に配属将校の増員をめぐって東京帝国大学と争っており，これも遠因とみられ
る25。
この荒木の大学改革に関し，東京帝国大学法学部では前述の南原繁が反対の論陣を張った。南原
は『帝国大学新聞』（1938年 9 月 5 日）に「大学の自治」と題した論稿を発表する。荒木の大学改
革に対し「不幸にも，その改革にはわれわれの首肯しがたいものがあり，わが国文教のために重大
な問題」であると主張する。「単に政府当局の意思のみにより，あるいは学内一部者の意思を参酌
することによって」総長や教官の人事が決定されるのであれば，「大学が時代の政治的権勢目的に
奉仕せしめられるに至」り，「真の意味の大学の転落はここに至って成就される」と批判する。そ
して「新日本文化の創造と発展」は「外的権力によらないで，あくまで学それ自身の内面的な力に
よってでなければならぬ」と論を結んでいる（南原 19721015）。また，東京帝国大学教授・民
法学者の我妻栄も『中央公論』（1938年10月号）に「大学自治の合法性と合理性」を発表し，荒木
の大学改革に疑義を呈している（我妻 1938）。東京帝国大学，そのなかでも法学部において，荒
木の改革に対し批判的な立場をとる教員が複数存在していたことがわかる。
ところが，上記の問題が一段落すると一転して，荒木は大学との間で意見交換をするべく1939
年 1 月帝大総長と懇談会を開催することを決めた。この間，第一次近衛改造内閣に変わって平沼
内閣が成立した。懇談会の前日午後，その意図を次のように語っている。
大学は国家百年の大計の源泉をなす人的資源を養成する最高学府だからいつまでもぐらぐらしてゐて貰つ
ては困る，いまこそ教育も七十年来の伝統の殻を破つて改むべきものはどしどし改めてゆかねばならぬ，
そのためにはできるだけ沢山予算もとるやうにするよ〔略〕これまで大学をはじめ皆が西洋の文物の輸入
や模倣に一生懸命だつたがもうその弊風は一掃すべきだ，〔略〕これからは日本の伝統的文化を主体とし
て西洋の文化を摂取するやうしなければならぬと思ふ，これが日本学建設の第一歩だ（『読売新聞』朝刊，
1939年 1 月14日，7 頁）
前段の「ぐらぐらしてゐて貰つては困る」とは，前述の人事介入の問題などのことを指している
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のだろう。後段では「日本の伝統的文化を主体として西洋の文化を摂取」する「日本学」を振興す
べく，予算措置も積極的に講じたいと述べる。この「日本学」は「教学刷新」において示された内
容とも重なっている。
1939年 1 月14日午後，文相官邸で開かれた荒木文相と六帝大総長懇談会では，文相からの要望
について，次の点で各帝大総長との間で意見が一致した。その一つには，次のようなものが掲げら
れていた（『東京朝日新聞』朝刊，1939年 1 月15日，11頁）。
一，東亜新秩序建設という新な〔ママ〕段階に相応し大学の研究殊に文化科学の講座に対し検討を加え，
欧米の紹介的解釈的なものから独創的，日本的なものへ，学問の分化から総合へと方向を進め人文学科
の総合的な研究所には講座を新設する〔以下略〕
第74回帝国議会は前年12月から開かれており，平沼内閣は 1 月21日昭和14年度予算案を衆議院
に提出する。昭和14年度予算案は 2 月13日衆議院で可決され，貴族院へ送付される。同月28日貴
族院予算委員会第三分科会において，荒木は西尾忠方26 議員に「最近ニ於テ大学総長等トモ十分ニ
懇談ヲ致シマシテ〔略〕昨今之ニ対シテ段々施設ヲ進メテ，最近ニ於テハ既ニ東大・京大ニ於テハ
是等ノ講座ヲ設ケルベク研究モ致シ，具体案ガ出来テ参リマシテ実施ノ運ビニ移リツヽアルヤウナ
コトデアリマス」と答弁している27。なお，同案は 3 月 7 日貴族院でも可決，成立した。
東京帝国大学に目を向けると，矢部貞治は 2 月27日の日記に「東洋政治思想の講座につき〔平
賀譲〕総長も努力する由」（矢部 1974198）と記している。
そして 3 月14日『東京朝日新聞』は「新東亜建設の新段階に対応して文部省では興亜学風の確
立を目指し過般の文相と六帝大総長懇談会の結果に基き追加予算に計上大蔵省と折衝中であつたが
十三日略決定したので四月新学期から先ず東西両帝大に興亜講座を新設する事となつた」（『東京朝
日新聞』夕刊，1939年 3 月14日，2 頁）と報じた。『読売新聞』も「愈よ生れる三講座“日本学”
目指し」と題し「三つの講座は東大法学部の東洋政治思想史講座，京大経済学部の東亜経済政治，
日本経済学の両講座〔略〕いづれも十三日文部省の追加予算として大蔵省の承認を得た」（『読売新
聞』第二夕刊，1939年 3 月14日，2 頁）と報じている。
その翌日，平沼内閣は昭和14年度第 2 次追加予算案を閣議決定し，即日衆議院に提出した。こ
のなかの「帝国大学歳入歳出追加予定計算書」には，「二 授業及研究事項増加ニ要スル経費」と
して「東京帝国大学法学部ニ東洋政治思想史講座ヲ〔略〕増設セントスルニ依リ此等ノ経費参萬七
千八百弐拾四円ヲ〔略〕追加予定セリ」と記されていた28。この第 2 次追加予算案は 3 月20日衆議
院で可決され，3 月24日貴族院において可決，成立した。
3 月24日東京帝国大学会計課長から同庶務課長宛で，昭和14年度追加予算について「法学部政治
学政治学史第三講座ノ増設ニ要スル予算ヲ要求セシヲ今回追加予算ニ於テ法学部東洋政治思想史講
座増設費トシテ計上サレ」たので「職員増加（追加予算計上）相成可ク候条同予算成立ノ上ハ官制
改正ノ手続可然御取計相成度候也｣29 との通知が発せられている。
3 月31日には当時法学部長の穂積重遠が「長與前総長及び平賀総長の引続いての御配慮により文
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部省及び大蔵省の理解を得て多年の要望が愈々実現することになつたのは，誠に欣快」（『東京帝国
大学新聞』1939年 3 月31日，11頁）との談話を発表した。
前述した1930年 5 月に初めて講座新設の予算要求を出してから 9 年を経て，ついに予算が認め
られた。この時，文部省と大蔵省の査定を突破することができたのは，東洋政治思想史講座が荒木
文相による「日本学建設」の方針に沿うものとみなされ，認められたためとみることができる。
 講座増設理由の比較
前に 5 ページの図 1 で示したように，講座設置には勅令（東京帝国大学官制（明治三十年勅令
第二百十号）及び東京帝国大学各学部に於ける講座に関する件（大正八年勅令第十四号））を改正
しなければならない。
ここでは，この改正過程において準備された増設理由書に注目したい。この増設理由書は，東大
案と政府案の 2 種類に大別される。東大案はその内容から，さらに 3 種類に細かく分類すること
ができる。そこで東大案に関しては，1930年 5 月10日付で法学部から東京帝国大学会計課に提出
された「昭和六年度歳出予算増加要求書」にあるものを A 案30，1937年 7 月頃に作成された「昭
和十三年度東京帝国大学概算要求増減額事項別明細書」にあるものを B 案31，1939年 5 月頃に東
京帝国大学庶務課が作成した上記勅令改正案に関する上申書案を C 案32 とする。1939年10月19日
閣議に提出された閣議書に添付されたものを政府案とする33。A 案，B 案は 5 ページの図 1 でいう
◯各学部等から会計課へ提出されたもの，C 案は◯各学部等から庶務課へ提出されたもの，政府案
は◯専門学務局及び◯法制局の審査を経ているものとなる。これらを比較し，この作業から政府と
大学がそれぞれこの講座増設をどのように捉えていたのかを分析する。
次ページの表 2 は，A～C 案及び政府案をまとめたものである。この表 2 に従って分析を進めて
いく。なお，あえて A 案と B 案を取り上げているは，C 案作成以前の法学部の構想がどのような
ものであり，それがこの講座の設置過程においてどう変化していたかをみたいからである。
まず A 案であるが，内容的に1930年 5 月に法学部教授会で決定されたものである（東京大学
1986199）。東洋政治思想史に関する講座増設の要求として最初のものになる。ここで注目され
るのは，A 案では政治学政治学史第一及び第二講座から政治学史を取り，それぞれ政治学第一及
び第二講座とし，新しく政治哲学政治思想史講座を新設するという内容になっていることである。
東洋政治思想史に関する独立の講座ではなかった。「昭和六年度概算参考書」に記載された「増設
講座担任候補者氏名」には，政治哲学政治思想史講座の担当者に南原繁があげられている34。
次に B 案であるが，A 案とはその内容を異にしている。政治学，政治学史講座を政治学講座と
政治哲学，政治思想史講座に分割するものではなくなり，既存の 2 講座に加えて新たに日本及び
東洋に関する政治思想史を研究するための講座を求める内容になっている。また「最近政治社会ノ
動揺ニ際シ日本国民文化乃至東洋文化再認識ノ自覚ニ伴ヒ此方面ニ於ケル時代ノ要求亦切ナルモノ
アリ」とあるように，当時の政治情勢に配慮する記述が初めて登場するのも B 案である。実際の
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表 講座増設理由の比較
東 大 案
政府案（1939年10月)
A 案（1930年 5 月) B 案（1937年 7 月) C 案（1939年 5 月)
新ニ政治哲学，政治思想
史ノ講座ヲ設ケ現在ノ政
治学，政治学史第一及第
二講座ヲ政治学第一及第
二講座ニ変更スルモノト
ス 政治思想ノ歴史的研
究ハ西洋思想ニ加ヘテ東
洋攻究ノ要アリ 従来ノ
如ク単ニ政治学ニ配セラ
レタル政治学史ヲ以テハ
足ラズ 仍テ現在ノ政治
学，政治学史ノ講座ヨリ
政治学ヲ取リ其ノ範囲ヲ
拡メテ東西両洋ニ亘ル政
治思想史トナサントス
同時ニ之レト関連シテ法
律ニ於ケル法理学ニ対応
シ且政治科学ト相並ビテ
国家其他一般ニ政治ノ哲
学的基礎ヲ講スルノ要ア
リ 之レ政治哲学，政治
思想史ノ講座新設ヲ要ス
ル所以ナリ
又政治学ハ其ノ範囲広汎
ニシテ一方ニ国家論政策
論等ニ付キ一般理論或ハ
法則ノ科学的研究ニヨル
政治学原論ヲ講スルト同
時ニ他方ニ主ナル諸国ノ
政府，政党並ニ国際政治
機関等ノ特ニ政治制度ニ
政治事情ヲ併セテ動的ナ
ル実際的研究ヲナスノ必
要益々多キヲ加フ 之レ
前記講座ノ新設ト共ニ現
在ノ政治学，政治学史ノ
第一及第二講座ヲ専ラ政
治学第一及第二講座トシ
右ノ各々ニ配セントスル
所以ナリ
政治学ニ関シテハ従来政
治学，政治学史講座トシ
テ二講座ヲ存シ一般ニ政
治ノ科学的研究ト政治思
想（主トシテ西洋思想）
ノ歴史的研究トヲ為シ来
リタルガ政治思想史ニ就
テハ他ニ広汎ナル東洋殊
ニ独特ナル日本ノ領域ア
リテ而モ西洋トハ全ク其
ノ思想系統ヲ異ニシ之ガ
独立ノ研究ノ必要アルコ
トハ恰モ法制史ニ西洋法
制史ト日本法制史ト並立
セルガ如クニシテ是政治
ニ関スル学問的組織体系
ヨリ観テ缺クベカラザル
部門ナリ 而モ最近政治
社会ノ動揺ニ際シ日本国
民文化乃至東洋文化再認
識ノ自覚ニ伴ヒ此方面ニ
於ケル時代ノ要求亦切ナ
ルモノアリ 依ツテ本講
座ノ設置ヲ要ス
政治学ニ関シテハ従来政
治学政治学史講座トシテ
二講座ヲ存シ，一般ニ政
治ノ〔「理論的」が鉛筆書
きで挿入〕科学的研究ト
政治思想〔「発展」が鉛筆
書きで挿入〕ノ歴史的研
究，主トシテ西洋思想ノ
研究ヲ為シ来リタルガ，
政治思想史ニ付テハ他ニ
広汎ナル東洋殊ニ独特ノ
発達ヲ遂ゲ来レル日本ニ
関スル思想史アリテ而モ
西洋トハ全ク其ノ系統ヲ
異ニシ，之ガ独立ノ研究
ノ要アルコト，恰モ文学
部ニ於ケル哲学史ニ付テ
西洋，印度，支那，日本ニ
関シ夫々独立ノ講座アリ
又現ニ法学部ニ於ケル法
制史ニ付テ西洋法制史ト
日本法制史ト並立セルガ
如シ 右ハ政治ニ関スル
学問的体系ヨリ観テ缺ク
ベカラザル部門ナルヲ認
メ之ガ為メ夙ニ講座新設
ノ要求ヲナストコロアリ
偶々最近政治社会ノ動揺
ニ際シ〔一文字ごとに斜
線が引かれ「情勢ニ鑑ミ」
に訂正〕日本国民文化更
ニ広ク東洋文化再認識ノ
機運ニ伴ヒ此方面ニ於ケ
ル時代ノ要求亦切ナルモ
ノアリ 茲ニ之ガ為メ講
座ヲ増設スルハ学問上極
メテ肝要ニシテ実際問題
トシテノ東亜新秩序建設
ノ大業ニモ其ノ基礎的根
拠ヲ寄与スルモノナレバ
特ニ喫緊ノ急務トシテ本
講座ノ設置ヲ求ム
東京帝国大学ニ於テハ従
来政治学，政治学史講座
トシテ二講座ヲ存シ一般
ニ理論的科学的研究ト政
治思想発展ノ歴史的研究
トヲ行ヒ主トシテ西洋思
想ノ研究ヲ為シ来リタル
ガ政治思想史ニツキテハ
他ニ広汎ナル東洋殊ニ独
特ノ発達ヲ遂ゲ来レル日
本ニ関スル思想史アリテ
而モ西洋トハ全ク其ノ系
統ヲ異ニシ之ガ独立ノ研
究ノ要アルコト恰モ文学
部ニ於ケル哲学史ニツイ
テ西洋，印度，支那，日
本ニ関シ夫々独立ノ講座
アリ 又現ニ法学部ニ於
ケル法制史ニツイテ西洋
法制史ト日本法制史ト併
立セルガ如シ 政治ニ関
スル学問的体系ヨリ観テ
日本並ニ東洋政治思想史
ニ関スル講座ハ缺クベカ
ラザル部門ナリ
今ヤ東亜新秩序ノ重大ナ
ル時局ニ際会シ日本文化
並ニ東洋文化ニ関スル学
術的研究ヲ振興シ興亜ノ
大使命遂行ヲ担当スベキ
有為ノ人材養成ノ施設ヲ
講ズルハ極メテ緊急ヲ要
スルモノナリ
以上ノ事由ニ依リ法学部
ニ日本並ニ東洋政治思想
史ニ関スル一講座ヲ増設
シ政治学，政治学史第三
講座トシテ同第一，第二
ノ講座ト相俟ツテ政治学
政治学史ニ於ケル研究ノ
完璧ヲ期セントス
作成参照東京大学文書館，S0061/08，東京帝国大学会計課文書，昭和六年度予算書類 甲二ノ一，同，
S0061/11，東京帝国大学会計課文書，昭和十三年度予算書類 概算要求書，同，S0014/SS2/
11，重要書類彙集・文部大臣達・秘書他，秘書 官制改正 自昭和十三年度至昭和十五年度，
JACAR（アジア歴史資料センター）Ref. A14100708000，公文類聚，第六十三編・昭和十四年，
第十五巻（国立公文書館）。
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講座内容や担当者はともかく，この講座増設が政府にプラスになるものであることを示しはじめた
と考えることができる。
さらに C 案は文書の欄外に「五．廿六南原教授校閲」との記載が鉛筆書きであり35，この理由書
の作成に南原が関わっていることがうかがえる。C 案は内容としては B 案に近い。ただし前半部
分に 2 ヶ所，後半部分に 1 ヶ所修正が施されている。前半 2 ヶ所の修正は「一般ニ政治ノ科学的
研究ト政治思想ノ歴史的研究」のところで「科学的」の前に「理論的」が，「政治思想」の後に
「発展」が挿入されている。後半部分は「政治社会ノ動揺ニ際シ」のところで「動揺ニ際シ」に一
文字ずつ斜線が引かれ「情勢ニ鑑ミ」にされている。C 案の後半部分はまた，B 案の時勢に配慮す
る記述が増え，「茲ニ之ガ為メ講座ヲ増設スルハ学問上極メテ肝要ニシテ実際問題トシテノ東亜新
秩序建設ノ大業ニモ其ノ基礎的根拠ヲ寄与スルモノ」となっている。
最後に政府案についてであるが，前半部分は C 案とほぼ同じである。加えて C 案において修正
された前半部分 2 ヶ所は政府案にも直接反映されている。このことから，C 案が文部省に上申され
たものとみていいだろう。
政府案の後半部分では「今ヤ東亜新秩序ノ重大ナル時局ニ際会シ日本文化並ニ東洋文化ニ関スル
学術的研究ヲ振興シ興亜ノ大使命遂行ヲ担当スベキ有為ノ人材養成ノ施設ヲ講ズルハ極メテ緊急ヲ
要スルモノナリ」とされている。この修正は文部省専門学務局，法制局のいずれか，あるいは双方
により行われているはずである。B 案，C 案は東洋政治思想史の研究が時局にも寄与し得るという
ニュアンスを基調とする。ところが，政府案は興亜の大使命遂行と人材養成という点を強調してお
り，これは前節で確認した荒木文相の「日本学建設」の方針とも一致する。
政府と東京帝国大学法学部は，双方とも講座増設にかける思惑を違えたまま，講座増設という点
においてのみ意見の一致をみていたといえよう。
結局，政府案は1939年10月19日に原案どおり閣議決定された。そしてこの政治学，政治学史第
三講座を増設するための東京帝国大学官制中改正の件（昭和十四年勅令第七百二十五号）及び東京
帝国大学各学部に於ける講座に関する件中改正の件（昭和十四年勅令第七百二十六号）は1939年
10月24日公布，即日施行された。ここに東洋政治思想史講座が誕生したのである。
むすび
これまでの分析により明らかとなったことをまとめてみよう。
まず講座の設置手続きの実態については，東京大学文書館の所蔵史料により示した。設置手続き
は予算関係と官制関係の二段階になっていた。予算関係では要求者としての各学部等，要求を集約
する大学本部と会計課，要求を査定する文部省大臣官房会計係及び大蔵省，そして帝国議会が関与
していた。官制改正では各学部等から照会した事項を取りまとめ，改正案を起案する庶務課，それ
を審査する文部省専門学務局，法制局が関わっていた。内閣は最終意思決定者と位置づけられた。
次に東洋政治思想史に関する講座設置の政策的意図及び背景として，政府側には天皇機関説事件
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を契機とする「教学刷新」の遂行という課題があった。教学刷新評議会の答申は，日本精神や国体
に関する講座を大学に設置することを建議しており，文部省はその実施を求められた。他方，東京
帝国大学法学部では1920年代後半頃から講座設置の要求が存在しており，1930年から実際に予算
要求を始めていた。当初の案は，東西両洋に亘る政治哲学政治思想史を研究するものだった。文部
省や大蔵省の査定を突破できないまま，1935年天皇機関説事件が起こり，国体明徴講座と一部で
目されるようになる。講座の設置に向けた教官人事が先んじて進められ，1937年 3 月丸山眞男が
日本政治思想史を専攻する助手に採用された。
実際に講座設置が認められた昭和14年度予算編成では，荒木貞夫文部大臣の存在が予算獲得の
鍵となっていたように思われる。荒木は1939年 1 月六帝大総長との懇談会において東亜新秩序建
設に寄与する大学の建設に加え，「日本学建設」をめざすことを示した。こうした方針に，東洋政
治思想史講座の設立は合致していた。昭和14年度予算において講座の新設が認められたのも，荒
木の考えを反映させるものであったと考えることができる。また増設理由書の比較から，この講座
設置に関する政府のねらい，法学部が時局に配慮するかたちを示すことで講座増設を図ろうとして
いたことがわかった。
以上の議論を通じて，東洋政治思想史講座の設置過程について明らかにすることができた。ここ
から1930年代後半における政治学をめぐる政府と東京帝国大学との関係について分析すると，こ
の時期大学が新規の講座をつくることは，政府の政策，方針に沿うものでなければ難しかった。こ
うした制約要因の一つは財政であった。この財政の壁を突破するには，講座の新設が政府にとって
プラスになるものであると認められる必要があった。本稿で分析した期間中，政府はほぼ一貫して
国体や日本精神の昂揚を唱えており，文部省はこの方針を大学に対して徹底したかった。東京帝国
大学法学部ではこの政府の方針，当時の政治情勢に内心反発しながらも，予算獲得のため政府にプ
ラスと思われる提案をし，あるいは政府からの提案を受け入れた。政府と大学の双方が互いにそれ
ぞれの利益の拡大をめざすなかで，東洋政治思想史講座もまた誕生していたのである。
注
1 苅部（20069293）は「そのころ文部省は「國體明徴」運動の重要な一環として，帝国大学に「國體学」
講座を設置する方針をうちだしていた〔略〕しかし東京帝大の法学部では，南原〔繁〕を中心として，この
「國體学」講座の企図を，ほかの形で利用する案が練られていた〔略〕以前から，東洋政治思想史の新設を
文部省に求めていたが，「國體学」の枠を使って，これを通そうと考えた〔略〕予算上は，日中戦争下の時
局講座として，新設の交渉が進められていた」と述べているが，その典拠は明らかでない。また，植手
（20152535）は「東大法学部に「政治学及政治学史第三講座」が設置されるまでの経過についての本節の
記述が，きわめて不十分であるということである。活字になった書物は，かなり調べたつもりであるが，基
礎的と思われるような資料をほとんどみつけることができなかった。この点についても，のちの研究にまつ
ことにしたい」（植手 201535）との指摘を残している。
2 ｢大学という制度からみた」政治学史というアプローチは，吉村（199994）を参考にした。
3 帝国大学令中改正の件（明治二十六年勅令第八十二号）第十八条は「講座ノ種類及其ノ数ハ別ニ勅令ヲ以テ
之ヲ定ム」と規定していた。なお，上記の勅令は1893年 8 月11日に公布され，第十九条の規定により同年 9
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月11日施行された。さらに帝国大学令（明治十九年勅令第三号）は1919年 2 月 7 日公布された帝国大学令
（大正八年勅令第十二号）により全部改正され，同年 4 月 1 日施行された。ただし，講座制に関する規定の
内容は，両者ともほぼ同一である。
4 東京大学文書館，S0014/SS2/10，重要書類彙集・文部大臣達・秘書他，秘書 官制改正 自昭和六年至昭
和十二年。
5 当時の東京帝国大学の本部事務組織としては，総長の下に書記官が置かれ，庶務課，会計課，営繕課，学生
課などが設置されていた（『東京帝国大学一覧』昭和12年度）。
6 ｢学部」のところを「部局」としているものがある。
7 台とは，東京天文台のことを指す。東京天文台は1888年海軍省観象台，内務省地理局及び帝国大学理科大学
観象台が合併し，麻布飯倉に創設された。1924年三鷹に移転する。これは現在の大学共同利用機関法人国立
天文台に当たる。
8 東京大学文書館，S0061/11，東京帝国大学会計課文書，昭和十三年度予算書類 概算要求書。なお，この
史料に従えば，予算協議会は予算会議とも呼称されている。
9 ところで，当時の帝国大学には総長，各学部長，各学部において互選された教授 2 名以内の評議員から構成
される評議会が置かれていた。帝国大学令（大正八年勅令第十二号）第七条は，◯学部における学科の設置
及廃止，◯講座の設置及び廃止について諮詢した事項，◯大学内部の制規，◯その他文部大臣又は帝国大学
総長の諮詢した事項を，その審議事項として規定している。だが，評議会が◯講座の設置及び廃止について
審議されたことはほぼなかった（東京大学 1985292295）。図に評議会の記載がないのも，この事実を反
映しているものと思われる。
10 東京大学文書館，S0014/SS2/11，重要書類彙集・文部大臣達・秘書他，秘書 官制改正 自昭和十三年度
至昭和十五年度。
11 専門学務局は大学行政を所管した文部省の内部部局。1887年10月設置。
12 図には「内閣法制局」とあるが，1937年 6 月時点では官制上「法制局」である。法制局官制（明治二十六年
勅令第百十八号）第一条は「法制局ハ内閣ニ隷シ左ノ事務ヲ掌ル」と規定していた。また同条第三項は「各
省大臣ヨリ閣議ニ提出スル所ノ法律命令案ヲ審査シ意見ヲ具ヘ又ハ修正ヲ加ヘテ内閣ニ上申スルコト」を法
制局が担当する事務として規定していた。
13 本来であれば，勅令発布には大日本帝国憲法下における天皇の諮問機関である枢密院の審査を必要とする
（三谷 199033）。だが，当時の枢密院会議録をみても講座の新設改廃に関する勅令案等を審査した記録は
見当たらない。講座設置に関する勅令改正は，枢密院の審査を必要とする案件ではなかったと考えることが
できる。
14 菊池武夫は貴族院議員，陸軍中将。陸軍士官学校，同大学卒業，陸軍歩兵第十一旅団長等を歴任，1927年予
備役に編入。1931年11月から1939年 7 月まで男爵議員（衆議院・参議院 199066）。
15 アメリカ合衆国議会図書館，LCCN82243605，文部省思想局，各大学ニ於ケル憲法学説ニ関スル文書。同
文書は，荻野冨士夫編（2008）『文部省思想統制関係資料集成』第 8 巻，不二出版にも収録されている。な
お，天皇機関説事件については，宮沢（1970a，b），小山（1989），三谷（2010）などを参照した。
16 教学刷新評議会における議論の詳細は，高野（2006）が詳しい。
17 田所美治は貴族院議員。1895年帝国大学法科大学を卒業，文部省普通学務局長，文部次官等を歴任。1918年
7 月から1947年 5 月まで勅選議員（衆議院・参議院 1990134）。
18 なお，「教学刷新」と並んで戦時下の諸大学に影響を与えたとされる「科学動員」について，本稿では取り
扱わない。「科学動員」に関しては，駒込・川村・奈須（2011）を参照した。
19『東京帝国大学要覧』昭和10年度。なお，括弧内は担当講座又は専攻・職位を指す。
20 東京大学文書館，S0061/08，東京帝国大学会計課文書，昭和六年度予算書類 甲二ノ一。
21 各学部の表記は帝国大学及其の学部に関する件（大正八年勅令第十三号）の規定する順序，いわゆる建制順
に従った。
22 昭和戦前期の予算編成のプロセスについては，大前（2006，2015，2017）を参照した。
23 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref. A14100662600（第156画像目），公文類聚・第六十二編・昭和十
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三年・第五十六巻（国立公文書館）。
24 なお，全く同じ項目が昭和13年度予算案にもあり，要求額も同じく12,600円である。ここでも査定額は 0 円
であった（JACAR（アジア歴史資料センター）Ref. A14100577700（第131画像目），公文類聚・第六十一
編・昭和十二年・第四十九巻（国立公文書館））。昭和12年度になると，項目自体が存在しない。おそらく昭
和12年度以前には文部省が大蔵省に要求をしなかったものと考えられる（JACAR（アジア歴史資料センター）
Ref. A14100509800（第268画像目），公文類聚・第六十編・昭和十一年・第三十六巻（国立公文書館））。
25 配属将校増員問題とは，1932年に東京帝国大学の配属将校の増員をめぐり東京帝国大学，文部省，陸軍省の
三者の間で生じた対立のことである。かねてより配属将校の増員を希望していた陸軍は，1932年 6 月東京帝
国大学の配属将校を通じて大学側に増員を要求した。しかし大学はその要求を拒絶する。陸軍は 7 月に入
り，今度は文部省に対し人事異動に伴う増員を実施することを一方的に通告した。この陸軍の通告は，陸軍
現役将校学校配属令（大正十四年勅令第百三十五号）第一条第二項「将校ノ配属ハ陸軍大臣文部大臣ト協議
シテ之ヲ行フ」という規定に違反する疑いがあった。文部省は勅令に基づく協議を陸軍省に要請するもの
の，陸軍省は陸軍の人事は統帥権に基づくと主張してこれを拒否した。7 月から 8 月にかけて鳩山一郎文相
（当時）と小野塚喜平次東京帝国大学総長との間で事態の打開策を練るための会談や書簡の往復がもたれた。
結局，配属将校増員に関し，大学，文部省，陸軍省の一致を必要とする原則を確立するための文相陸相間覚
書の交換，人事の発令延期を内容とする妥協が成立し，事件は落着する（南原・矢部・蝋山 1963210
228）（東京大学 1985427436，785798）（丸山・福田編 1989192198）。
26 西尾忠方は貴族院議員。1913年東京帝国大学法科大学卒業，1918年馬政調査会委員，日本競馬協会評議員等
を歴任，1918年 7 月から1947年 5 月まで子爵議員（衆議院・参議院 19904748）。
27 ｢第七十四回帝国議会貴族院 予算委員会第三分科会（内務省，文部省，厚生省）議事速記録第三号」（昭和
十四年二月二十八日）23 頁。
28 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref. A14100739000（第262画像目），公文類聚，第六十三編・昭和十
四年・第六十四巻（国立公文書館）。
29 東京大学文書館，S0014/SS2/11。
30 東京大学文書館，S0061/08。
31 東京大学文書館，S0061/11。
32 東京大学文書館，S0014/SS2/11。
32 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref. A14100708000，公文類聚，第六十三編・昭和十四年，第十五巻
（国立公文書館）。
34 東京大学文書館，S0061/08。
35 東京大学文書館，S0014/SS2/11。
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